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表１－４ 内閣府における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

政策ごとの評価結果については、 

総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/seisaku_fusyou.ht

ml）を参照されたい。 

 

また、政策評価の結果の政策への反映状況は、以下の一覧のとおりである。 

 

 

１ 事前評価 

 

表１－４－(1) 規制を対象として事前評価した政策 

 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 
地方公共団体等による駐
留軍用地内の土地の取得
の円滑化のための措置 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「沖縄県における駐留軍用地

の返還に伴う特別措置に関する法律の一部を改正する法律案」を平成24

年２月10日に国会に提出した。 

２ 

地方公共団体等による駐
留軍用地内の土地の取得
の円滑化のための措置に
おいて土地を有償譲渡し
ようとする場合の届出義
務が課せられる土地の面
積要件及び届出の様式等
を定める規制 

評価結果を受けて、本政策を盛り込んだ「沖縄県における駐留軍用地

の返還に伴う特別措置に関する法律施行令の一部を改正する政令」を平

成24年３月30日に閣議決定し、同年３月31日に公布した。また、同様に

評価を受けて本政策を盛り込んだ「沖縄県における駐留軍用地の有効か

つ適切な利用の推進に関する特別措置法施行規則」を制定し、同年３月3

1日に公布した。 

３ 

子どものための教育・保育
給付を受ける際の支給認
定手続き及び事業者指定
制度の創設に伴う所要の
措置 

評価結果を踏まえ、子どものための教育・保育給付を受ける際の支給

認定手続及び事業者指定制度の創設に伴う所要の措置に係る規定等を盛

り込んだ「子ども・子育て支援法案」を国会に提出した。 

 

４ 
総合こども園の創設に伴
う所要の措置 

評価結果を踏まえ、総合こども園の創設に伴う所用の措置に係る規定

等を盛り込んだ「総合こども園法案」を国会に提出した。 

 

 

表１－４－(2) 租税特別措置等を対象として事前評価した政策 

 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 
金融業務特別地区におけ
る税制上の特別措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は一部が認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の

一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の

一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

２ 
産業イノベーション地域
（仮称）の課税の特例（国
税、地方税） 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は一部が認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の

一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の
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一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

３ 
沖縄の離島における旅館
業用建物等の特別償却の
延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の一部を

改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の一部を

改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

４ 
公益社団・財団法人への寄
附金に係る税額控除制度
の対象拡大（所得税） 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行ったとこ

ろ、調整の結果、平成24年度税制改正大綱において、税額控除の対象と

なる法人について、「新しい公共」を推進する観点から、どの程度の数の

法人が税額控除の対象となっているかの実績や、要件を満たすことがで

きない法人の状況等を検証し、各法人の規模や特性を踏まえた要件等の

見直しについて検討を行うこととされた。 

５ 
構造改革特別区域法及び
総合特別区域法に基づく
特産酒類の製造事業 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該税制改正要望は認められ、同施策を盛り込んだ「構造改革特別区域

法の一部を改正する法律案」を平成24年２月３日に国会に提出した。 

６ 

特定地域再生計画（仮称）
の認定を受けた地方公共
団体が指定する法人に対
する寄附に係る課税の特
例 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該税制改正要望はその要望内容を変更することにより認められ、同施

策を盛り込んだ「地域再生法の一部を改正する法律案」を平成24年２月

３日に国会に提出した。 

７ 

沖縄の国際戦略観光振興
地域（仮称）及び自然・文
化観光振興地域（仮称）に
おける特例措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は一部が認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の

一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の

一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

８ 
国際物流拠点産業集積地
域（仮称）における税制上
の特例措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は一部が認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の

一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の

一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

９ 

沖縄の情報通信産業振興
地域・情報通信産業特別地
区における税制上の特例
措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は一部が認められ、本施策を盛り込んだ「租税特別措置法等の

一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法の

一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

10 
経営革新計画の承認を受
けた沖縄の特定中小企業
者に係る特例措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は認められず、本施策の廃止を盛り込んだ「租税特別措置法等

の一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に国会に提出した。 

11 
経営基盤強化計画を実施
する指定中小企業者の機
械等の割増償却 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該要望は認められず、本施策の廃止を盛り込んだ「租税特別措置法等

の一部を改正する法律案」を平成24年１月27日に、「沖縄振興特別措置法

の一部を改正する法律案」を同年２月10日にそれぞれ国会に提出した。 

12 
公共施設等運営権の登録
等に係る登録免許税の軽
減措置の創設 

評価結果を踏まえ、公共施設等運営権の登録等に係る登録免許税の軽

減措置の創設について税制改正要望を行ったが、税務当局との調整の結

果、要望を取り下げた。 

13 
子ども・子育て新システム
の構築のための税制上の
所要の措置 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結果、

当該税制改正要望は一部が認められ、子ども・子育て新システムに基づ

く給付に係る要望について、所要の法整備が行われ、税制上の措置が必

要となる場合に措置を講じることとされた。 

14 

街区防災計画（仮称）区域
内における特定建築物の
耐震改修に係る軽減措置
の創設 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行ったが、

税務当局と調整の結果、要望を取り下げた。 
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15 

大規模空間を有する建築
物における天井落下予防
改修に係る軽減措置の創
設 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行ったが、

税務当局と調整の結果、要望を取り下げた。 

 

 

２ 事後評価 

 

表１－４－(3) 実績評価方式により事後評価した政策 

 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 市民活動の促進 

【引き続き推進】 

ＩＴ利用による情報提供に関しては、法の所管庁の立場から、ＮＰＯ

ホームページのアクセス件数を減少させないよう、ホームページの利便

性等を考慮し、基盤整備を図ることとしている。また、認定特定非営利

活動法人数に関しては、平成23年度税制改正要望により認定要件が緩和

されたことを受けて、その成果を反映できよう制度の普及に努めること

とする。 

（平成24年度概算要求：122百万円）（平成24年度予算案：114百万円） 

２ 
公文書等の保存及び利用
の取組 

【改善・見直し】 

公文書等の管理に関する法律の施行（平成23年４月１日）に伴い、評

価対象政策を公文書等の保存及び利用に関することのみならず、行政文

書等の適正な管理等にも拡充し、公文書管理制度の適正かつ円滑な運用

を図るために必要な経費の計上と体制を整備。 

＜予算案＞ 

公文書管理法施行状況調査経費等を計上。 

（平成24年度概算要求：20百万円）（平成24年度予算案：19百万円） 

＜機構・定員要求＞ 

国立公文書館等及び独立行政法人等における適正な文書管理を確保す

るため、調査官１名の設置及び専門官１名増員を要求した。 

３ 
政府広報・広聴による政府
施策の理解、協力の促進 

【引き続き推進】 

＜事務改善＞ 

平成24年度より、年間契約媒体を使用し状況の変化に応じて機動的か

つ柔軟な広報を実施する一般広報テーマと、年間を通じた広報戦略に沿

って複数媒体を活用し広報を実施するキャンペーンテーマを設け、テー

マに応じて最適な広報が実施できる体制とした。 

（平成24年度概算要求：4,665,343千円※） 

（平成24年度予算案：4,314,170千円※） 

※復興庁所管において一括計上された分を含む。 

４ 
遺棄化学兵器廃棄処理事
業の推進 

【引き続き推進】 

＜予算案＞ 

有識者会議の開催のため、平成20年度予算から所要の経費を計上。 

（平成24年度概算要求：１百万円）（平成24年度予算案：１百万円） 

５ 経済財政政策の推進 

【引き続き推進】 

＜予算案＞ 

今後も適切な内外経済動向の分析に関するニーズの高まりが予想され
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る中、引き続き必要な分析業務体制の整備を図る。 

（平成24年度概算要求：297百万円〔平成24年度予算案：276百万円〕） 

 

企業再生支援機構の監督体制等の整備を推進するため、必要経費を計

上。（平成24年度概算要求：４百万円、平成24年度予算案：４百万円） 

対日直接投資の増進については、これまでの取組を引き続き推進。（平

成24年度概算要求：10百万円、平成24年度予算案：10百万円） 

道州制特区の推進に係る施策については、平成22年度予算の執行状況

を勘案し、平成24年度予算は大幅な減額を行いながら、これまでの取組

を引き続き推進。（平成24年度概算要求：２百万円、平成24年度予算案：

２百万円（平成23年度予算：２百万円）） 

 

地域社会雇用創造事業については、平成23年度末で事業終了。東日本

大震災の復興事業として、復興支援型地域社会雇用創造事業を平成23年

度３次補正予算において計上。（平成23年度３次補正予算：3,200百万円） 

 

政府調達に係る苦情処理を通じた市場アクセスの改善施策について

は、近年申立てられた苦情内容に鑑み、通訳経費を縮小するとともに、

苦情申立て検討委員会の開催に必要な最小限の経費を要求した。 

（平成24年度概算要求：0.3百万円）（平成24年度予算案：0.3百万円） 

（平成23年度予算：0.4百万円） 

 

競争の導入による公共サービスの改革の推進に係る施策については、

平成20年度～23年度まで予算の減額を続け、可能な限りの合理化を行っ

ていたところであるが、24年度においてもさらなる合理化の検討を行っ

た上、減額して計上した。 

（平成24年度概算要求：27百万円）（平成24年度予算案：27百万円） 

（平成23年度予算：28百万円） 

 

市場開放問題に係る苦情処理を通じた市場アクセスの改善について

は、これまで持ち込まれた苦情事案は全件解決済み。苦情持ち込み実績

が近年皆無となっている状況に鑑み、必要に応じた通訳雇い上げ経費等

最小限の経費確保を図った。今後も新たに苦情事案が持ち込まれる際に

は、引き続き事案解決に努めることに努める。 

（平成24年度概算要求：0.3百万円）（平成24年度予算案：0.3百万円） 

（平成23年度予算：0.3百万円） 

 

＜機構・定員要求＞ 

東日本大震災の影響等を分析するため、課長補佐（専門官）１名、係長

（専門職）２名の増員を要求した。 

＜事務改善＞ 

政府調達に係る苦情処理を通じた市場アクセスの改善施策について

は、ホームページの改善として、英語ページの更新を行った。引き続き、

各省等が行っている政府調達セミナーに参加し、参加企業（海外企業含

む）に対して本政策の説明を行い、周知を図っていく。 

６ 地域活性化の推進 

【引き続き推進】 

＜予算要求＞  

地域の創意工夫や発想を起点にし、それを地方公共団体や国が的確に



 

- 5 - 

 

後押しできるような省庁横断的・施策横断的な観点の施策を内閣として

推進し、地域活性化（地方再生）を促進するため、以下の事業について

予算要求を行った。 

 

地域活性化政策の推進に必要な経費：平成24年度概算要求 

2,738,931千円※（平成24年度予算案額：2,162,668千円※） 

 

地域再生の推進のための施設整備に必要な経費：平成24年度概算要求 

71,200,000千円※（平成24年度予算案額：61,900,000千円※） 

 

※東日本大震災復興特別会計において、全国防災対策費で計上された分

を含む。 

 

＜機構・定員要求＞ 

既存の４本部（構造改革特別区域推進本部、地域再生本部、中心市街

地活性化本部、都市再生本部）の業務に加えて、「新成長戦略」（平成22

年６月18日閣議決定）に基づく総合特別区域制度及び「環境未来都市」

構想の推進、また、「日本再生のための戦略に向けて」（平成23年８月５

日）に基づく地域再生制度及び構造改革特区制度の見直しの推進、東日

本大震災からの教訓を踏まえた都市再生特措法の一部改正等の業務を適

切に推進するための必要な人員（内閣審議官１名）の振替・延長を要求

した。 

７ 科学技術政策の推進 

【引き続き推進】 

《施策：原子力研究開発利用の推進（原子力政策大綱）》 

・原子力委員会政策評価部会等において、関係行政機関の原子力に関す

る施策の実施状況を把握し、原子力の研究開発利用に関する政策の妥当

性を定期的に評価する際に、原子力政策に対する国民の理解と信頼を高

める観点から、情報公開や広聴・広報活動を推進し、企画・審議過程の

透明性・公開性の更なる向上を図る。 

・委託契約については、一般競争入札を実施しており、引き続き、予算

の効率的な執行に努めていく。 

（平成24年度概算要求：135百万円）平成24年度予算案：135百万円 

８ 防災政策の推進 

【改善・見直し】 

＜予算要求＞ 

東日本大震災の教訓を踏まえた主な新規事業は以下のとおり。 

・ 津波対策推進事業費補助金（平成24年度概算要求：1,800百万円、

平成24年度予算案：155百万円） 

・ 地図情報の活用による災害応急対応体制の確立方策に係る調査

（平成24年度概算要求：30百万円、平成24年度予算案：27百万円） 

・ 避難における総合的対策の推進経費（平成24年度概算要求：50百

万円、平成24年度予算案：45百万円） 

 

＜機構・定員要求＞ 

大規模災害への備えに万全を期すため、参事官２名及び企画官３名の

新設と定員の22名増員を要望した。 

 

＜法定計画の修正＞ 
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平成23年12月27日の中央防災会議において、防災基本計画を修正し、

「津波災害対策編」の新設、東日本大震災の教訓を踏まえた地震・津波

対策の抜本的強化等を行った。 

９ 沖縄政策の推進 

【改善・見直し】 

・23年度末で期限が切れる「沖縄振興特別措置法」について、沖縄県の

主体性をより尊重するとともに財政・税制面を中心とした国の支援措

置を拡充する内容の改正案を第180回通常国会に提出した。 

・同じく23年度末で期限が切れる「沖縄県における駐留軍用地の返還に

伴う特別措置に関する法律」について、同法及び沖縄振興特別措置法

に規定している駐留軍用地の跡地利用に関する制度を一元化するとと

もに給付金制度の拡充等を行う内容の改正案を第180回通常国会に提

出した。 

＜平成24年度予算案＞ 

・24年度は現行の「沖縄振興特別措置法」の期限到来後の新たな沖縄振

興のスタートを切る重要な年度であり、沖縄振興予算は総額2,937億円

（対前年度比127.6%）を計上。 

 （平成24年度概算要求：2,437億円、平成24年度予算案：2,937億円） 

・このうち新たな一括交付金について、沖縄振興に資する事業を県が自

主的な選択に基づいて実施できる制度として「沖縄振興一括交付金（仮

称）」を創設。 

 （平成24年度概算要求：事項要求、平成24年度予算案：1,575億円） 

・一括交付金以外では、 

①小禄道路や新石垣空港など産業の発展を支える道路や空港の整備、

県民生活を支える学校施設の耐震化や災害に強い県土づくりなどを

実施するため、国直轄事業を中心とした公共事業関係費等を計上。 

（平成24年度概算要求：2,034億円、平成24年度予算案：1,111億円）

②県土の均衡ある発展を図るため、北部地域の連携促進と自立的発展

 の条件整備として、産業振興や定住条件の整備等を行う北部振興事

 業を実施。 

（平成24年度概算要求：50億円、平成24年度予算案：50億円） 

③沖縄になお多く残る不発弾等の処理を一段と加速するため、広域探

査を更に推進するとともに、新たに民間による住宅等の開発工事に

おける不発弾等探査に対する補助制度を試行的に実施するなど、不

発弾等対策経費を大幅に増額し、より一層強力に推進。 

（平成24年度概算要求：24億円、平成24年度予算案：24億円） 

④科学技術の振興を図るため、平成24年秋に開学予定の沖縄科学技術

大学院大学において学生の受け入れを開始するとともに、沖縄の特

性を活かした教育研究事業等を推進し、教育研究機関としての根幹

をなす第三研究棟の設計に着手。 

（平成24年度概算要求：143億円、平成24年度予算案：104億円） 

⑤新たな公共交通システムの在り方の検討のため、鉄軌道等の需要予

測モデルの構築等を行ったこれまでの調査結果を踏まえ、想定ルー

ト案を基にした諸課題の検討や県民の意識調査等を実施。 

（平成24年度概算要求：１億円、平成24年度予算案：１億円） 

・沖縄県が自主的な選択に基づいて沖縄振興に資する事業を実施でき

る一括交付金の創設に伴い、平成24年度概算要求においては実施を

予定していた地方向け補助事業の一部（産業振興、雇用対策・人材

育成等に係るもの）について、平成24年度予算案では計上しないこ
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ととした。 

＜機構・定員要求＞ 

 ・沖縄の産業振興を引き続き推進するため、時限措置されていた課長

補佐１名、係長１名の平成33年度末までの時限延長及び５年後見直

し（定員要求：時限の撤廃） 

 ・沖縄県における不発弾等対策の促進のため不発弾等対策専門職１名、

教育・文化の振興及び社会福祉の向上の対策に必要な体制整備のため

係長１名を増員するとともに、課長補佐１名、係長２名の見直し期限

を延長。（定員要求：専門職１、係長１、見直し期限の延長） 

10 
共生社会実現のための施
策の推進 

【引き続き推進】 

・更なる共生社会実現のため、より効果的な広報啓発活動を実施し、国

民の理解や関心を深める取組を強化していく。一方、各種事業の効果を

検証・精査し、事業実施方法等を改善し予算の減額等を行った。 

（平成24年度概算要求：2,294百万円）（平成24年度予算案：2,224百万円

（23年度予算：2,548百万円）） 

11 栄典事務の適切な遂行 

【引き続き推進】 

引き続き、勲章等の在庫数の適正化を図りつつ、必要の見直しを行った。

（平成24年度概算要求：2,514百万円）（平成24年度予算案：2,506百万円） 

12 
男女共同参画社会の形成
の促進 

【改善・見直し】 

＜政策＞ 

・「新分野における男女共同参画の推進」については、事業を効率的に行

うため、「新分野における男女共同参画の推進」という施策項目自体は廃

止し、その事業内容を「男女共同参画を促進するための地方公共団体・

民間団体等との連携」の一部に組み込むことにより、事業内容そのもの

は効率化を図った上で継続して行うこととした。 

 

＜予算案＞ 

・さらなる男女共同参画の推進に取り組むため、平成24年度の重要課題 

に関連した経費として、「仕事と生活の調和の推進」（平成24年度概算要

求：21百万円、平成24年度予算案：19百万円）のほか、復興特別会計と

して、「震災における男女共同参画の視点からの対応マニュアルの作成・

周知」（平成24年度概算要求：16百万円、平成24年度予算案：10百万円）、

「東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業」（平成24年度

概算要求：90百万円、平成24年度予算案：77百万円）を計上。 

・執行状況等を踏まえた事業件数の削減、調査研究業務の縮減、広報啓

発業務の合理化等により、全体を通じて、徹底した業務の見直しを実施。 

・復興特別会計計上分を含めた全体として、（平成24年度概算要求：435

百万円、平成24年度予算案：407百万円）を計上。 

 

＜機構・定員要求＞ 

・「社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位に女性が占

める割合が、少なくとも30％程度になるよう期待する」という目標（平

成15年６月20日男女共同参画推進本部決定）達成のため、制度改正を含

めたポジティブ・アクションの推進方策に関する企画立案や調整を行う

ことを目的とし、１名を増員（定員要求：係長クラス１名） 

13 食品の安全性の確保 
【引き続き推進】 

＜予算概算要求＞ 
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・食品安全委員会において推進することが必要な調査・研究について、

目標及びその達成に向けた方策を内容とする「食品の安全性の確保のた

めの調査研究の推進の方向性」を踏まえ、新たな評価手法の開発や評価

基準の策定等に関する研究を推進するために必要な経費を計上。 

（平成24年度概算要求：211百万円）平成24年度予算案：211百万円 

・より効果的に食品健康影響評価結果等に関する国民の理解の促進を図

るとともに、国民の意見を把握するため、従来型の意見交換会に加え、

地域で活動を行い、かつ、一般市民に対して食品安全に関する情報を伝

達する機会が多い専門家との意見交換会の開催等に必要な経費を計上。 

（平成24年度概算要求：26百万円）平成24年度予算案：26百万円 

14 原子力利用の安全確保 

【引き続き推進】 

原子力規制庁の設置を盛り込んだ「原子力の安全の確保に関する組織及

び制度を改革するための環境省設置法等の一部を改正する法律案」を平

成 24 年１月 31 日に閣議決定した。 

新たに原子力規制庁が創設された場合に、今後同庁において原子力利

用の安全確保について取組が行われるものと考えられる。 

15 
公益法人制度改革等の推
進 

【引き続き推進】 

＜予算案＞ 

・特例民法法人が円滑に公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人へ

移行できるよう、相談会について、連続２日間開催の相談会も行い、比

較的移行が進んでいない地方の開催を大幅に増加（150コマ程度から200

コマ程度）させることとするなど、これまでの移行状況に応じた規模の

拡大を行った。 

・全体として、平成24年度予算案に481百万円を計上。（平成24年度概算

要求：482百万円） 

16 経済社会総合研究の推進 

【引き続き推進】 

＜予算案＞ 

・新成長戦略に示された新しい成長と幸福度に関する研究に重点を置い

た、経済活動及び社会活動についての経済理論等を用いた研究の推進に

必要な経費及び政府、民間の意思決定に資する景気統計を提供していく

ために必要な経費を計上。 

（平成24年度概算要求：474百万円）（平成24年度予算案：469百万円） 

 

・国連が勧告した国民経済計算の国際基準に基づき、ＧＤＰ等の年次推

計、四半期別速報(ＱＥ)などの統計作成・公表を行うために必要な経費

を計上。 

（平成24年度概算要求：256百万円）（平成24年度予算案：252百万円） 

 

・経済社会活動についての経済理論等の研修実施及び政策研究を行う人

材育成のための経済研修所運営に必要な経費を計上。 

（平成24年度概算要求：13百万円）（平成24年度予算案：13百万円） 

 

・経済財政政策関係業務システムの最適化について、最適化計画に基づ

き作業を進める。 

（平成24年度概算要求：０百万円）（平成24年度予算案：０百万円） 
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＜機構・定員要求＞ 

供給・使用表の作成による国民経済計算の推計精度改善に伴う増（課

長補佐１名、専門職１名、）、平成21年度増員事項（国際基準改定に伴う

体制整備）の見直し解除（専門官１名）、定員合理化計画による削減（行

（一）▲２名） 

17 迎賓施設の適切な運営 

【引き続き推進】 

「海外の賓客に対する接遇」及び「迎賓施設の役割について国民の理

解を得るための一般参観等の充実」に係る経費の見直しを行った。 

（平成24年度概算要求：836百万円）（平成24年度予算案：836百万円） 

18 
北方領土問題の解決の促
進 

【引き続き推進】 

北方領土返還要求運動をリードしてこられた元島民の方々の平均年齢

が78歳となる中、引き続き、問題解決に向けた外交交渉を後押しする国

民世論の一層の啓発が課題となる。取り分け、次代を担う若い世代に対

し、北方領土問題の正しい知識、また、身近な問題として関心を持って

もらうため、北方領土を間近に臨む隣接地域における啓発事業等、北方

領土教育の充実を図る。また、北方四島交流等事業及び、元島民等に対

する援護措置についても必要な改善を図る。 

＜予算要求＞ 

○修学旅行生等への学習機会の拡充のため、3,200万円の要求を行った。

（24年度予算額（案）：3,200万円） 

○全国各地の青少年の北方領土視察、洋上研修等を支援するため、新規

事業として１億800万円の要求を行った。 

（24年度予算額（案）：１億800万円） 

○元島民後継者育成対策のため、2,300万円の要求を行った。 

（24年度予算額（案）：2,400万円） 

19 
国際平和協力業務等の推
進 

【引き続き推進】 

 新規案件の検討及び各種ミッションの着実な実施のために必要な経費

及び人員を要求。 

（平成24年度概算要求：678百万円）（平成24年度予算案：651百万円） 

 

＜機構・定員要求＞（定員要求：専門職１名） 

20 
科学に関する重要事項の
審議及び研究の連絡 

【引き続き推進】 

地区会議の開催にあたっては、ボランティアで各大学に協力を依頼す

るとともに、経費の負担減につながるような会場選定を行うこととした

ほか、学術フォーラムにおいても、予算の効率的執行の観点からアンケ

ート調査票の印刷製本費を削除し、会場借料についても使用会場のレベ

ルを下げ、減額を図った。 

＜予算要求＞ 

（平成24年度概算要求：444百万円） 

（平成24年度予算案：435百万円（23年度予算額：553百万円）） 

21 
官民人材交流センターの
適切な運営 

【引き続き推進】 

総務省及び人事院とともに経済３団体の協力の下で運営する「官民人

事交流推進ネットワーク」により、企業・府省間の意見交換会を実施し

た。 

（平成24年度概算要求：220百万円）（平成24年度予算案：215百万円） 

 



 


